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令和３～５年度 総合研究報告書 

人口動態や地域の実情に対応するへき地医療の推進を図るための研究 

研究代表者   小谷 和彦  自治医科大学 地域医療学センター地域医療学部門 教授 

研究要旨 

目的 

わが国のへき地医療は医療計画の一事業として対策されている。超高齢化や人口減少の進むへき地

の実情を踏まえた医療の提供については検討課題である。本研究班は、人口動態や医療施設分布を参

照して 2050 年までに無医地区相当の人口は現在の約 2 割減、相当地域面積は約 3 割増になる可能性

を示してきた。本研究事業においては、以下のようなテーマを掲げて取り組んだ：(1)へき地の医療提

供体制関連事項、(2)へき地医療での情報通信技術（Information and Community Technology [ICT]）

の利活用、(3)へき地医療での看護の実践や特定行為、(4)トピック論文の情報整理。 

方法 

(1)①無医地区・準無医地区の設定；統計情報と地理情報システム（Geographic Information System 

[GIS]）を用い、都道府県別に、99.9％の人口をカバーする（医療機関起点の）時間距離を算出した。

これに対して、各都道府県で設定されている無医地区・準無医地区の時間距離の位置を観察した。②

距離構成指標による医療アクセシビリティ；距離構成指標種（空間距離と道路距離）別の圏域内人口

を比較した。2次医療機関（救急）を起点にして 10kmまでの圏域を作成した。一県内において、無医

地区・準無医地区と中核地に分け、最寄りの病院までの空間距離と道路距離の差（道直差）を比較し

た。③都道府県の医療アクセシビリティとへき地医療との関係；医療施設への到達のしやすさを都道

府県別に推計した。30 分で医療施設に到達しない 30 分圏外人口の推計量と無医地区数との相関を分

析した。④へき地医療における専門診療；総合診療主体のへき地医療機関（5 機関）の外来受診患者

（734人）に対して、同機関に必要と思う専門診療科について質問紙調査を行った。 

(2)①へき地医療拠点病院とへき地診療所における ICT の利活用の実態；全国のへき地医療拠点病院

（334病院）とへき地診療所（1,006診療所）を対象に、オンライン診療を含む遠隔医療の利活用と導

入支援等に関して質問紙調査（2022年 2月）を行った。②ICTの利活用に関する要因；へき地医療拠

点病院（9病院）に対し、ICT、特にオンライン診療の利活用に関する促進要因・阻害要因について半

構造化インタビュー調査を行い、質的に分析した。 

(3）①ICT を用いた看護実践の実態；ICT やオンライン診療を利活用している看護師に対し、実践状

況、その効果と課題を中心に半構造化インタビュー調査を行って質的に分析した。②医療計画におけ

るへき地での看護に係る特定行為の策定状況；第８次医療計画における特定行為に関する策定状況

（使用する情報、計画の内容、研修の課題等）について、各都道府県に質問紙調査を行った。 

(4) トピック論文の情報整理；国内外のへき地での遠隔心疾患診療ならびに遠隔メンタルヘルスケア

について、文献情報を得て常法でレビューを行った。 

結果 

(1)① 99.9％の人口をカバーする時間距離と無医地区・準無医地区の位置は、都道府県によって様々

であり、同地区の設置状況には都道府県差がみられた。②空間距離圏域内の人口は道路距離圏域内よ

りも多かった。中心地に比べて、無医地区・準無医地区の道直差は大きいことが例示された。③医療

アクセシビリティ特性には都道府県差があり、大都市圏以外でアクセシビリティが困難になる様子が

示された。都道府県の 30分圏外人口と無医地区数との間には正相関がみられた。④へき地医療機関

に必要と思う専門診療科として「整形外科」「循環器科」「眼科」「耳鼻咽喉科」「消化器科」が順に挙

げられた。 

(2)①遠隔医療は、へき地医療拠点病院の 35％、へき地診療所の 14％で利活用されていた。オンライ

ン診療については、Doctor-to-Doctorは同病院の 12%、同診療所の 7%に、Doctor-to-Patientは同病
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Ａ．研究目的 

わが国のへき地医療は、保健医療の地域差解消を

はじめとする諸課題を擁し、医療計画の一事業とし

て対策されてきた。超高齢化や人口減少の進行する

へき地の実情を踏まえた医療の提供については検

討事案である。本研究班は、人口動態や医療施設分

布等の統計を参照して 2050年までに無医地区相当

の人口は現在の約 2 割減、相当地域面積は約 3 割

増になる可能性を示してきた。本研究事業において

は、以下のようなテーマを掲げて取り組んだ：（1）

へき地の医療提供体制関連事項（2）へき地医療で

の情報通信技術（Information and Community 

院の 7%、同診療所の 8%に、Doctor-to-Patient with Nurseは同診療所の７%にみられた。遠隔医療や

オンライン診療の利活用には自治体からの支援と正の関連があった。②ICT、特にオンライン診療の利

活用の「促進要因」として<人材育成><インセンティブ><運用規則・ガイドラインの整備><誰もが使い

やすいシステム作り><地域ぐるみの連携><現場の苦手意識の克服><行政の相談窓口><住民の理解><コ

ンサルタント起用><トラブル対応要員の整備>のカテゴリ、また「阻害要因」として<予算><人的問題

><運用上の問題>のカテゴリが抽出された。 

(3)①ICTまたオンライン診療が、医師との情報共有や医療的判断に役立ち、患者ならびに看護師に安

心感をもたらすことが語られた。他方で、情報の限定、ICT機器の取り扱い、看護実践力を高める必要

性等の課題も語られた。②計画のために、研修修了者数や指定研修機関数の情報が用いられた。受講

料等の費用負担を賄う計画がみられた。研修の普及や研修修了者の活動支援が課題であった。これら

はへき地医療に限定して検討されているわけではなかった。 

(4)①遠隔心疾患診療に関しては、へき地の医師から都市部の専門医への診療相談を目的とする場合

が多かった。②メンタルヘルスの不調、不眠症、うつ病、統合失調症に対する遠隔メンタルヘルスケ

アは、症状を改善することが示された。 

結語 

へき地医療やその計画に寄与すると考えられる知見が得られた。(1)医療機関を起点にした時間距

離からみた全国の無医地区の設置状況、医療アクセシビリティにおける道路情報による評価の必要性、

都道府県の医療アクセシビリティと無医地区との相関性といった知見は、都道府県全体の医療提供体

制を勘案してのへき地医療整備の必要性に対する示唆になると考えられた。また、へき地医療機関で

の必要な専門診療科が列記されたが、これは専門科の設置や専門医派遣、さらにはへき地での診療機

能や社会医療法人の検討の資料等になり得ると思われた。(2)へき地医療拠点病院とへき地診療所に

おけるオンライン診療を含む遠隔医療の有用性やその支援に関しての把握が進んだ。(3)ICTまたオン

ライン診療に携わる看護の実践の効果とともに、その技能開発等の必要性が指摘された。(4)へき地医

療への遠隔心疾患診療や遠隔メンタルヘルスケアの導入については、今後の検討事項になる。 
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Technology [ICT]）の利活用、（3）へき地医療での

看護の実践や特定行為、（4）トピック論文の情報整

理。地域社会の変化とともに、医療アクセシビリテ

ィへの考慮は、医療提供体制づくりにますます重要

になっている。アクセシビリティの評価に加えて、

ICTを含めた技術の導入は論点になっている。医療

資源が限定されるへき地医療においては、看護の役

割、特定行為を伴う看護の導入、専門科を含めた診

療機能の調整も検討事項である。さらに、へき地医

療に関するトピック情報の収集も必要である。こう

した背景をもとに研究を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

（1）へき地の医療提供体制関連事項 

①都道府県の無医地区・準無医地区の設定 

無医地区・準無医地区の設定は、都道府県の実情

に委ねられている面がある。国勢調査（人口）、国

土数値情報（道路）、医療施設調査（医療機関の立

地）、無医地区・準無医地区一覧等の統計情報と、

地理情報システム（ Geographic Information 

System [GIS]）を用いて各種の分析を行った。都道

府県別に、各医療機関（診療科に拘わらない）を起

点にした道路距離を計測し、その距離によってカバ

ーされる人口を算出し、99.9％の人口をカバーする

時間距離を、操作的に目安にした。これに対して、

各都道府県で設置されている無医地区・準無医地区

の時間距離の位置を観察した。 

②距離構成指標による医療アクセシビリティ 

統計情報と GIS を用いて、2 次医療機関（救急）

を起点にして、0.5kmから 10kmまで、0.5km刻みで

圏域を作成（国土地理院）した。2種の距離構成指

標、すなわち空間距離（直線距離）と道路距離で作

成した。これらの圏域と重なったメッシュ人口を算

出して、空間距離圏域と道路距離圏域に含まれる人

口を比較した。栃木県と広島県の場合を例示した。

また、栃木県を例に、無医地区・準無医地区と中核

地（宇都宮市の町丁字）において、最寄りの病院ま

での直空間距離と道路距離とを求め、2つの距離構

成指標の差（道直差）を比較した。 

③都道府県の医療アクセシビリティとへき地医療

との関係 

統計情報と GIS（道路距離）を用いて、医療機関

への到達のしやすさを推計し、都道府県別に観察し

た。特に 30分で医療機関に到達しない 30分圏（圏

域）外人口の推計量と無医地区数との相関について

分析した。分析では有意水準を 5％とした。 

④へき地医療における専門診療 

総合診療をベースにしているへき地医療機関（5

機関）の外来を受診した成人患者（734人）を対象

に、同機関で必要と思う専門診療科について、自記

式質問紙調査を行った。なお、この場合の必要な専

門診療科とは、調査対象になった機関に常設されて

いない診療科を意味した。 

 

（2）へき地医療機関での情報通信技術（ICT）の利

活用 

①へき地医療拠点病院とへき地診療所における

ICTの利活用の実態 

全国のへき地医療拠点病院（334病院）とへき地診

療所（1,006診療所；離島に所在する212診療所、離

島以外の 794診療所）を対象に、2022年 2月に、オ

ンライン診療を含む遠隔医療（表１）に関する質問紙

調査を行った。特に遠隔医療の利活用、利活用のため

の支援や普及に関する現状と課題を問うた。 

 

表１ 遠隔医療の例 

分類 内容 

Doctor-to-

Doctor 

医師間でケースの相談やカンフ

ァレンスを行う 

（遠隔画像診断、遠隔病理診断を

含む） 

Doctor-to-

Patient 

遠隔で医師が患者に診療を行う 

Doctor-to-

Patient with 

Nurse 

遠隔で医師が患者に診療を行い、

患者には看護師が付き添う 

 

②ICTの利活用に関する要因 

ICT、特にオンライン診療に関与するへき地医療

拠点病院（9病院）から、その導入に対する促進要

因と阻害要因を中心にして半構造化インタビュー

調査を行った。逐語録を作成し、質的帰納的分析を

行った。 

 

（3）へき地医療での看護の実践や特定行為 

①ICTを用いた看護実践の実態 

ICT を利活用した診療に携わっている看護師に

対して、ICTを伴う実践状況、その効果と課題を中

心に、半構造化インタビュー調査を行った。逐語録

を作成し、質的帰納的分析を行った。 
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②医療計画におけるへき地での看護に係る特定行

為の策定状況 

第８次医療計画における看護に係る特定行為に

関する策定状況について、都道府県の担当部署に質

問紙調査を行った。主として、同研修の立案のため

に活用した情報、財源別の計画の内容、同研修に対

する取り組みや課題を問うた。 

 

（4）トピック論文の情報整理 

①国内外の遠隔心疾患診療のレビュー 

心疾患は高頻度に発生するが、へき地での対応の

難しさが知られており、へき地での心疾患に対する

遠隔医療の適用を主眼にしたレビューを行った。電

子情報（データベース）を検索し、レビュースタイ

ルに則って、原著論文を渉猟した。特にへき地での

遠隔医療の目的について整理した。 

②国内外の遠隔メンタルヘルスケアのレビュー 

心疾患同様に、メンタルヘルスの問題は高頻度に

発生し、へき地でのケア体制はしばしば課題になる。

心疾患のレビューと同様に、へき地における精神疾

患に対する遠隔メンタルヘルスケアに関するラン

ダム化比較試験を渉猟した。へき地での遠隔ケアの

適用や効果について整理した。 

 

（倫理面への配慮） 

それぞれの研究において、倫理審査委員会での承

認、あるいは倫理的配慮をもって実施した。各年度

の報告書に付した。 

 

Ｃ．研究結果 

主要な結果を記す。 

（1）へき地の医療提供体制関連事項 

①都道府県の無医地区・準無医地区の設定 

都道府県別に、99.9％の人口をカバーする時間距

離と、これに対する無医地区・準無医地区の時間距

離の位置を観察した。この推計によると、99.9％以

上の人口と時間距離を超える位置に無医地区・準無

医地区が位置する都道府県から、それを超えない都

道府県まであった（例を示す；図 1）。 

 

 

図 1 都道府県別の人口と時間距離の関係から見

た無医地区・準無医地区の位置の例 

 

②距離構成指標による医療アクセシビリティ 

栃木県、広島県ともに空間距離と道路距離では圏

域内人口に差があり、0.5km から 10km までのいず

れの圏域でも空間距離圏域内の人口は道路距離圏

域内のそれよりも多い様子であった。栃木県を例示

すると、0.5km から 10km に向けて医療機関からの

距離が遠くなればなるほど、空間距離圏域と道路距

離圏域の人口差は広がった（図 2）。空間距離が 10km

以内であっても道路距離が 10kmを超える住人が少

なからずみられる。 

また、栃木県の無医地区・準無医地区の道直差の

中央値は 3.3km（2.6-5.2）で、宇都宮市の町丁字の

道直差の中央値は 0.3km（0.2-0.6）であった。その

差は 10倍強程度であることも推計された。 
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図 2. 二次医療機関を起点とした空間距離圏域と道路距離圏域 

 

③都道府県の医療アクセシビリティとへき地医療

との関係 

都道府県別の医療機関までの距離構造によるア

クセシビリティを推計したところ、距離の最大値に

おいては、県間で約 65,000mの差がみられた。距離

の中央値では 3,000m超を示す県がみられた。この

ように、医療アクセシビリティの都道府県差がみら

れた。 

都道府県の人口、特に医療アクセシビリティの

30 分圏外人口と都道府県の設定する無医地区数に

は正相関（0.3、p＜0.05）があった。また、医療機

関までの距離の各種推計値と無医地区数にも正相

関（0.3～0.6、いずれも p＜0.05）がみられた。 

 

④へき地医療における専門診療 

全体で 464人（63%）から回答を得た。70歳代が

144人（33%）と最多で、男性が 196人（45%）を占

めた。患者が受診した医療機関に必要と思う専門診

療科は、上位から「整形外科（19％）」「循環器科

（15％）」「眼科（11％）」「耳鼻咽喉科（8％）」「消

化器科（6％）」の順であった。 

 

（2）へき地医療での情報通信技術（ICT）の利活用 

①へき地医療拠点病院とへき地診療所における

ICTの利活用の実態 

回答率は、へき地医療拠点病院で55%、へき地診

療所で88%であった。遠隔医療については、へき地

医療拠点病院の35％、へき地診療所の14％で利活用

されていた（2022年2月）。オンライン診療について

は、Doctor-to-Doctorはへき地医療拠点病院の12%、

へき地診療所の7%に、Doctor-to-Patientはへき地

医療拠点病院の7%、へき地診療所の8%に、Doctor-

to-Patient with Nurseはへき地診療所の7%にみら

れた。 

オンライン診療で挙げられた長所として、へき地

医療拠点病院からは「患者の移動負担の軽減」、へ

き地診療所からは「医師が診療所を離れている時で

も診療ができること」が最多であった。短所として

は、へき地医療拠点病院では「診療報酬上の制約」、

へき地診療所では「ハード面の整備の困難さ」が最

多であった。 

オンライン診療を含めた遠隔医療の普及のため

の課題として、へき地医療拠点病院とへき地診療所

ともに、「資金」や「ハード面の整備」の解決が上

位を占めた。へき地診療所においては、「利用のた

めの支援体制」の充実も上位に挙げられた。実際、

都道府県や自治体からの支援を受けた医療機関は、

支援を受けていない医療機関と比較して遠隔医療

を使用した割合が高かった。 

なお、離島群の診療所のほうが非離島群よりも、
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自治体からの支援を受けており、オンライン診療を

含む遠隔医療を多く利活用していた。 

②ICTの利活用に関する要因 

ICT、特にオンライン診療の導入に関してインタ

ビュー調査を行ったところ、「促進要因」として、

<人材育成><インセンティブ><運用規則・ガイドラ

インの整備><誰もが使いやすいシステム作り>、<地

域ぐるみの連携><現場の苦手意識の克服><行政の

相談窓口><住民の理解><コンサルタント起用><ト

ラブル対応要員の整備>の 10のカテゴリ、また「阻

害要因」として<予算><人的問題><運用上の問題>の

3つのカテゴリが抽出された。 

 

（3）へき地医療での看護の実践や特定行為 

①ICTを用いた看護実践の実態 

インタビュー調査において、現場では、スマート

フォンのアプリや SNSを含めた ICT が利活用され

ていた。医師との情報の共有（特に緊急時や非常駐

時）、医療に関する対応の必要性の判断、患者や家

族の療養管理の向上に効果がみられるとされた。医

師から直接説明を受けられることで患者の安心や

納得につながりやすくなる効果も語られた。なお、

医師との連携が促進され、看護師の安心感も得られ

るとのことでもあった。 

他方で、情報の限定性、特に患者や家族が高齢者

の場合での状況の言語化の難しさ、アプリやデバイ

スの不具合時の対応の難しさ、アセスメント用の情

報選定を含めた看護能力の向上等は、課題として挙

げられた。また、訪問看護師や福祉系施設の職員と

の情報連携の仕方も課題とされた。看護師に求めら

れる知識や技術のレベル向上も必要になってくる

ことも分かった。 

②医療計画におけるへき地での看護に係る特定行

為の策定状況 

30 都道府県から回答が得られた。特定行為研修

に関する計画立案のための情報として「都道府県内

の特定行為研修修了者数」（87%）、「都道府県内の指

定研修機関数」（83%）が多く使われていた。へき地

医療機関に限定した情報は得られていなかった。地

域医療介護総合確保基金による計画の多くは「受講

料等の費用負担」（90%）であった。課題として「研

修の普及」と「研修修了者の活動支援」の 2つが主

として見出された。へき地医療機関での活動支援に

関して計画されている状況はみられなかった。 

 

（4）トピック論文の情報整理 

①国内外の遠隔心疾患診療のレビュー 

19 の原著論文が採択された。遠隔医療相談

（tele-consultation）に関連する文献が 7つで最

多であった。このうちの 6文献は、へき地の医師か

ら都市部の専門医に診断と治療の判断を求める目

的であった。へき地の遠隔心疾患診療の世界的な潮

流は、へき地と都市部とを結ぶ診療の連携が目的で

あると考えられた。 

②国内外の遠隔メンタルヘルスケアのレビュー 

メンタルヘルスの不調、不眠症、うつ病、統合失

調症に関する 6つの文献が得られた。全ての研究の

質は中程度であった。全ての文献で、遠隔メンタル

ヘルスケアが症状を効果的に改善したと報告して

いた。1つの研究では、若年患者の再発率や再入院

率の低下が報告していた。また、別の研究では、高

齢者のうつ病と不安の症状を改善するのに有効で

あると報告していた。なお、国内からの報告はみら

れなかった。 

 

Ｄ．考察 

（1）へき地の医療提供体制関連事項 

①都道府県の無医地区・準無医地区の設定 

無医地区・準無医地区の立地状況には、医療機関

を起点にした時間距離等の観点からは、都道府県差

があると推定された。無医地区・準無医地区の実情

は多様であるので当然と言える面もある。一方で、

その設定に都道府県の実情判断があることや、また

現在の無医地区・準無医地区の規定と、最近の人口

動態や地域社会の変化との関連性も部分的には影

響しているかもしれない。さらに分析を進める予定

である。 

②距離構成指標による医療アクセシビリティ 

わが国の山地と道路敷設の状況から、空間距離と

道路距離に差が生じやすく、距離構成指標種によっ

て圏域内人口は異なることは指摘されてきた。医療

アクセシビリティについては道路距離を用いて評

価する必要性もある。無医地区・準無医地区では、

道路距離を用いての議論が適当になる可能性があ

ると思われた。 

③都道府県の医療アクセシビリティとへき地医療

との関係 

医療アクセシビリティの距離構造から、各都道府

県間の差や同一県内での差の存在が推測された。こ

うした結果から、医療アクセシビリティに関しては、
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都道府県の実情を踏まえて医療計画を立案すべき

面があるという考えを支持する。 

そして、都道府県の各種推計値と無医地区数との

相関で，距離構造ならびに 30分圏外人口の推計項

目と無医地区数との間に（強くはないものの）正相

関がみられ、こうした結果は、都道府県全体の医療

アクセシビリティは、へき地医療の提供とも部分的

に関連していることを示す。 

へき地医療については、へき地に特化して計画す

ることは重要である。他方で、へき地医療は、都道

府県の医療の提供と併せて計画し、整備する必要性

があると考えられた。第 7次医療計画から、へき地

医療計画は、都道府県の医療計画に一本化された。

都道府県の分野横断的な検討の機会促進が期待さ

れるところである。 

 

④へき地医療における専門診療 

「整形外科」、「循環器科」、「眼科」、「耳鼻咽喉科」、

「消化器科」が上位に挙げられたが、これらは、へ

き地医療においては比較的専門的な判断や処置等

を必要とする診療科に相当すると考えらえた。眼科

や耳鼻咽喉科はへき地や過疎地での特定診療所を

設置し得る診療科として挙げられてきた経緯があ

る。この経緯とも符合する結果になると思われた。 

こうした結果は、拠点集中的な診療を要する診療

科やへき地医療において整備すべき診療機能の議

論に役立ち得る。また、へき地医療に参画する社会

医療法人の診療範囲の妥当性等の検討に繋がる資

料になるかもしれない。多角的に検討する必要があ

る。 

 

（2）へき地医療での情報通信技術（ICT）の利活用 

①へき地医療拠点病院とへき地診療所における

ICTの利活用の実態 

へき地医療における遠隔医療やオンライン診療

の普及は途上にある印象であった（今回の結果は

2022 年 2 月時点の結果である）。遠隔医療やオン

ライン診療は、患者側、医療提供者側ともに有用で

あり、特に移動や距離、また効率に関する面での有

用さが示された。一般に、ICTはへき地医療で課題

になってきた医療アクセシビリティの解消手段の

一つになるという見解があるが、これを支持する結

果と思われる。 

この導入には、ハード面の整備、報酬、自治体の

支援等の重要性が示された。これらは今後の推進方

策のヒントになり得る。 

また、離島のへき地診療所のほうが遠隔医療やオ

ンライン診療の利活用が多いと思われた。離島では、

医療資源が限られており、また医師が悪天候で診療

所を離れたりする場合等を想定して、オンライン診

療の整備が進んでいる可能性がある。離島の同診療

においてもハード面の整備や自治体の支援（予算を

含む）等が重要であることが確認された。 

②ICTの利活用に関する要因 

ICT、特にオンライン診療の導入に関する促進要

因と阻害要因の質的分析の結果から、ハード面、報

酬、自治体の支援、また人材等の重要性に言及でき

た。人材については、産官学連携のような大きな枠

組みの中で、育成や確保を含めてシステムづくりを

考案することも期待される。 

（3）へき地医療での看護の実践や特定行為 

①ICTを用いた看護実践の実態 

本研究班では、へき地医療での看護師の実践を検

討し、オンライン診療の Doctor-to-Patient with 

Nurseの形態での役割期待を示してきた。今回、実

践者から、ICTまたオンライン診療が、医師との情

報共有や医療に係る判断に役立つことが語られ、ま

た、遠隔であっても医師と連絡ができ、患者ならび

に看護師に安心感を与える仕組みであることが語

られたことは有意義と思われた。 

他方で、情報の限定性、ICT機器の取り扱い、看

護実践力を高める必要性等の新たな課題も語られ

た。ICTの利活用を促しつつ、看護師の技能開発を

支援する必要性がうかがえた。 

②医療計画におけるへき地での看護に係る特定行

為の策定状況 

第８次医療計画における看護の特定行為につい

て、都道府県は研修修了者数や研修機関数の情報に

基づき、費用負担の軽減に注力する傾向がみられた。

多くの都道府県は、特定行為や研修を普及させ、研

修修了者数の増加を図る段階にあると考えられた。 

現状では、へき地医療に限定して研修ならびに修

了者の活動を支援する計画はみられなかったが、へ

き地医療に従事する看護師に対して特定行為の研

修を促すことは、へき地医療の向上に繋がるとする

意見がある。さらに検討が必要である。 

 

（4）トピック論文の情報整理 

①国内外の遠隔心疾患診療のレビュー 

へき地医療での遠隔心疾患診療の目的としては、
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へき地の医師から都市部の専門医をつなぐ診療相

談が主流であった。わが国のへき地医療では、

Doctor-to-Doctor の形態での心疾患診療の議論は

必ずしも盛んでないが、今回のレビューの結果から、

今後、わが国でもさらに検討されてよいと思われた。 

②国内外の遠隔メンタルヘルスケアのレビュー 

へき地医療での遠隔メンタルヘルスケアの導入

は、住民の精神疾患のコンディションを改善し得る

ことが示唆された。診察室での直のケアとほぼ同様

の効果が得られるという結果であり、遠隔性のため

に専門医への受診が難しい場合等に検討し得ると

思われる。 

 

Ｅ．結論 

へき地医療やその計画に寄与すると考えられる

知見が得られた。(1)全国の無医地区の一様でない

設定状況、医療アクセシビリティにおける道路情報

による評価の必要性、都道府県の医療アクセシビリ

ティと無医地区との相関性は、都道府県全体の医療

提供体制と併せたへき地医療の整備の必要性に対

する示唆になると考えられた。また、へき地医療機

関での必要な専門診療科が列記されたが、これは専

門科の設置や専門医派遣、さらにはへき地での診療

機能や社会医療法人等の検討の資料になり得ると

思われた。(2)へき地医療拠点病院とへき地診療所

におけるオンライン診療を含む遠隔医療の有用性

やその支援に関しての状況が把握された。(3)ICT

またオンライン診療に携わる看護の実践の効果と

ともに、その技能開発等の必要性が指摘された。(4)

へき地医療への遠隔心疾患診療や遠隔メンタルヘ

ルスケアの導入については、今後の検討事項と言え

る。 
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